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第２１回参院選は与

党の歴史的敗北に終

わった。年金問題や

閣僚の不正や失言に対して国民が厳しい審

判を下した。民主は参院第一党に躍進。安

倍晋三首相が引き続き政権を担う意向を示

しているが、政局の流動化は避けられない

情勢だ。

選挙戦では年金問題が争点になっていた

が、税制の論議が表面に出なかった。今後

の政局では税制改革が本格的に論議される

だろう。その際忘れてならないのは税理士

の役割である。

税収確保のため時代に即した税制改正は

必要である。問題は、その立法形成過程で

ある。国民に改正の目的と効果を正確に理

解させるべきで、唐突に改正案が提出され

て、十分な議論がなされないまま法案が成

立するようなことは避けなければならな

い。

国、地方公共団体が新たに税を企画する

とき、立法策定機関として事前に意見聴取

制度（納税者の意思の確認作業）を必ず行

い、その作業段階に独立した公正な立場に

基づき国民の意思を具現化する機関を構築

すべきである。税務の専門家として、その

代表者が税理士であることは間違いない。

その魁が税政連である。税政連は税理士の

真に実力ある行動部隊として今後も期待さ

れる組織でなければならない。

第１６４号
平成１９年８月１０日

奥入瀬渓流 撮影：吹田支部 砂邉信男

焦焦 点点
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もっと近畿税理士政治連盟の大切さを理解して欲しい
税理士の業務は、農業や漁業のように自然の恵を受けてできる仕事ではありません。すべて

法律、主に税法に基づいて出来る仕事です。

その法律を作る機関が国会であり、その構成員が政治家であります。だから我々国民の納税

の実務に直接携わっている者が、正しい税の在り方について政治家に率直に意見を言い、国会

に反映させていただくことが、社会のためになり、我々の職業の権益を守る上で大切なことで

あります。そのためには税理士政治連盟の会費を税理士全員が払い、政治活動をもっと活発に

行うことが重要であります。税理士業を行う限り、当然払うべきものだと思います。

学校給食費の不払い、病院の自己負担分の不払い、健康保険税の不払いなど払わなければな

らない義務を履行しない人が増えていると聞きます。自己主張の強くなった現在、文書による

催促だけでは従わない人が居るのだと思います。

税の業界では、税理士が納税者と税務署の間に入って「そんなこと言ってもこれは法律に従

って納税していただかねばなりません」と言いますと「税理士先生が言われるのでしたら払い

ますわ」と税理士が納税者の背中を押すことによって納税されることは多々あります。これは

税理士が現代社会に貢献している税理士の重要な社会的役割であり、このことを政治家にもっ

とアピールするべきです。

それには税理士は独立した公正な立場で納税義務の適正な実現を図ることによって納税者側

からも、行政側からも信頼されていなければなりません。

税理士会の体制を整え、税理士全員が税理士会に入会し、３６時間研修を行って、信頼される

税理士であらねばなりません。また税理士しか税の相談が出来ないようにしておかないと税の

秩序が乱れてしまいます。税理士会の強制入会制、無償独占は「不易流行」という言葉を使え

ば、社会にとっては「不易」の部分すなわち変わってはいけない部分であります。

税理士の今の体制が社会の重要な役割を担っていることを政治家に訴えて、強制入会制、無

償独占を守るべきであります。そのためには税理士全員が税理士政治連盟の大切さを痛感して

いただいて、党派を越えた多くの政治家に税理士業務をよく理解していただく運動を展開して

いくことが大切であります。 （Ｉ．Ｂ）
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第２１回参議院議員通常選挙は平成１９年７月１２日公示、同７月２９日投票により施行された。即日開

票の結果、当連盟推薦候補者１２名のうち、選挙区で７名、比例代表区で２名が当選を果たした。

当連盟では、第２１回参議院議員通常選挙に向

けて本誌前号で既報のとおり、平成１９年４月６

日に第２回推薦審査会を開催し、大阪府・兵庫

県連合会および京都府・奈良県・和歌山県・滋

賀県支部連合会から上申のあった候補者につい

て、「国会議員選挙区選挙における推薦基準」お

よび「国会議員比例代表選挙における推薦基準」

に基づき慎重な審議を行い、選挙区９名、比例

代表区２名の推薦候補者を決定した。また、同

５月２３日に第３回推薦審査会（書面審議）を開

催し、比例代表区候補で公明党現職の山本香苗

氏の推薦を決定している。

推薦候補者に対する支援活動については、３

月２６日に、選挙２法勉強会及び選挙支援体制に

ついての打合せ会を開催し、出席者に公職選挙

法、政治資金規正法の解説を行うとともに、電

話戦術、法定推薦ハガキによる支援活動のあり

方についても具体的事例を解説し、適法に行わ

れるよう徹底を期した。

通常国会の会期が延長されたため、当初の見

込みから１週間遅れで公示された。選挙期間中、

本部では選対本部を設置するとともに、支部連

・支部及び後援会において、電話戦術、法定推

薦ハガキを中心に積極的かつ組織的、効率的な

支援活動が適法に行われた。

選挙結果は別掲のとおり、当連盟推薦候補者

は選挙区で７名、比例代表区で２名が当選を果

たした。

当選された候補者には、政界でのますますの

活躍を期待するものである。また、毎年の税制

改正をはじめ、規制改革や資格制度の問題など、

業界として重大な政治的課題を抱えている現

在、その解決に向けて力強いご支援とご指導を

頂戴したい。 （事務局）

第２１回参議院議員通常選挙における推薦候補者と選挙結果

選挙区 推薦候補予定者 政党 現職 後援会 日税政推薦 当落

大 阪 府

谷川 秀善 自民党 ○ 当選

白浜 一良 公明党 ○ 当選

梅村さとし 民主党 当選

京 都 府
西田 昌司 自民党 ○ ○ 当選

松井 孝治 民主党 ○ ○ ○ 当選

兵 庫 県 鴻池 祥肇 自民党 ○ ○ ○ 当選

奈 良 県 松井 正剛 自民党 落選

滋 賀 県 山下 英利 自民党 ○ ○ ○ 落選

和歌山県 世耕 弘成 自民党 ○ 当選

比例代表

森元 恒雄 自民党 ○ ○ 落選

山本 香苗 公明党 ○ 当選

石井 一 民主党 ○ ○ 当選

第第２２１１回回参参議議院院議議員員通通常常選選挙挙
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後後援援会会ニニュューースス
前原誠司後援会

定期総会
税理士による前原誠司後援会第３回定期総会

が、４月２０日ホテル平安の森京都において開催

された。

来賓として近税政本部から戸次威左武副会

長、近税政京都府支部連から原綱宗会長が出席

した。

前前原原誠誠司衆衆議議院院議議員員

北村光一郎事務長の司会により開会、冒頭収

支報告書に基づき会計報告がなされた。

村中平治後援会会長が、この１年間の後援会

活動の協力と同席されていた松井孝治議員に謝

辞を述べ「確定申告時、東山、左京の５会場を

視察していただいた。本日は前原誠司先生のお

話をじっくりお聞きいただきたい」と挨拶があ

った。

来賓の戸次近税政副会長は「前原先生の政治

にかける情熱と行動力をもって、政界での一層

のご活躍を期待したい。無償独占の現行税理士

制度の堅持と中小企業の税制に対するご理解、

ご高配をお願いしたい。前原誠司後援会のます

ますのご発展と会員の皆様の積極的な活動を祈

念する」

また、原支部連会長から「格差是正と言うが、

大都市圏と地方の格差は拡大している。政治家

は庶民感覚をもって政治をしていただき、一般

国民の納得出来る税制を実現するようご活躍を

お願いしたい」と挨拶があった。

さて、いよいよ前原誠司議員が登壇し、まず

本年の参議院選挙での、松井孝治議員に対する

支援と協力のお願いの後、国政報告を行った。

前原議員は「政府は景気拡大が続いていると

言うが、消費・所得が減少し、外需が中心の実

感のない景気拡大となっている。地方と都市の

格差は拡大し、全国には夕張市に近い状態の団

体が２８もある。地方の活性化策として、農業、

観光、民営化を挙げ仕事を作り出す産業育成が

重要である。税制に関しては、特定非営利活動

法人支援の拡充と中小企業の活力を高め起業の

促進を図る税制構築を行う必要がある。ムダな

税金を使わず、適正な税使用をしていくよう民

主党として活動していく」と挨拶。

その後、林伸三郎幹事長の乾杯の挨拶で懇談

会が始まり、前原議員と役員、会員が懇親を深

めた。 （笹岡憲一）

上野賢一郎後援会

定期総会
上野賢一郎後援会結成後の第１回定期総会

が、平成１９年４月２３日、浜大津の「あたか飯店」

で開催された。まず久保直巳後援会会長の挨拶

があり、来賓の紹介があった。上野代議士、近

税政本部の戸次威左武副会長、山下英利後援会

上野賢一郎衆議院議員

（4） 第 １６４ 号 近 畿 税 政 連 平成１９年（２００７年）８月１０日



の北浜会長、滋賀県支部連の鈴木幹事長につい

て紹介された。次に、久保会長の司会によって、

総会の議事が進められた。（１）活動報告 昨年

１１月２８日の結成総会の写真が全てを物語ってい

ます。中央にずらっと女性会員が並んでいる、

というのは初めてのことではないでしょうか。

それだけ上野先生の人気が高い証拠でしょう。

（２）政治団体の届け出 県の選挙管理委員会

に提出いたしました。（３）収支決算報告 活動

は結成総会だけでした。これについては、寺村

監事から監査報告をお願いします。（４）今後の

活動方針について。

来賓の挨拶。戸次副会長より「上野先生の政

界での御活躍を期待しています。今税理士は納

税者の背中を押すという重要な仕事をしていま

す。そのためには税理士によって結論が違って

いては納税者の信頼が得られない。税理士会へ

の強制入会制、無償独占も今のままでお願いし

たい」 北浜・山下英利後援会会長より「上野

先生の税調メールを見せてもらったが、若さと

バイタリティにあふれていてとてもよかった。

７月の参議院選挙では山下先生をよろしくお願

いします」

続いて国政報告が上野賢一郎衆議院議員より

あった。「まず、ホットなニュースで逓増定期保

険ですが、１０月ごろには結論が出る予定です。

本日は第１回定期総会をありがとうございま

す。資料は１年前のもので、ちょっと古いので

すが、財政の問題では経済成長路線と財政再建

の議論が始まります。税制の問題は、所得課税

では人的控除等の簡素化が問題となっており、

これには注意が必要だと思っています。資産課

税では、負担水準をもっと裾野を広くと思って

おります。事業承継では株式評価の問題ですが、

夏までには方向性が明らかになるでしょう。法

人課税では負担水準の問題があります。経済界

からは強い要望が出されており、議論がなされ

るでしょう。消費税では税率の複数性が話題と

なっています。食料品を０％にするという問題

です。インボイスの問題とともに議論になるで

しょう。以上取り留めのない話で恐縮ですが、

今後の議論の方向性をお話ししました」

懇親会。鈴木幹事長の乾杯の音頭で、和やか

に懇親会が行われ、定期総会は無事終了した。

（石原稔也）

高市早苗・滝実 後援会

合同定期大会
日時 平成１９年６月２日（土曜日）

場所 奈良ロイヤルホテル（奈良市）

来賓 高市早苗 内閣府特命担当大臣

滝 実 衆議院議員

近税政本部 井戸本�次 幹事長

奈良県支部連 東口哲夫 会長

高高市市大大臣臣とと武武野野後後援援会会長長

「税理士による高市早苗後援会・税理士によ

る滝実後援会第８回合同定期大会」が平成１９年

６月２日（土曜日）、奈良市の奈良ロイヤルホテ

ルで開催された。

武野勝文（高市会会長）の「この後援会は会

員先生方の深い思い入れと深いご理解の賜物で

成り立っている」との感謝の挨拶の後、和気あ

いあいとした雰囲気で合同の定期大会が開催さ

れた。

大会は、安村量平（滝会幹事長）を議長に各

議案が承認可決された。

次に来賓挨拶を兼ねて滝実議員（新党日本）

が近況報告「私は内閣に対する質問趣意書で、

北海道夕張市の財政再建計画がスタートした

が、その計画は行き詰まっており、再建期間を

６０年に延長すべきと指摘した。『新党日本』では

平成１９年（２００７年）８月１０日 近 畿 税 政 連 第 １６４ 号 （5）



池田茂雄後援会長

次の参議院選挙に多くの立候補者を出す予定で

いる。今後のご支援をご理解願いたい」と挨拶

された。

続いて井戸本近税政幹事長が「平成１９年度税

制改正に税政連の陳情が反映されている。平成

２０年度税制改正は現在調整中で、要望案を取り

まとめている。日税政では、後援会の活性化の

ための規程を制定する予定で、この規程に定め

る活動基準をクリアする後援会に対し、積極的

に支援していくことになる」と挨拶。

最後に、東口哲夫奈良県支部連合会会長が「会

費の納入等今後も税政連にご理解、ご協力が必

要です。国民のための税理士制度を守ってもら

いたい」と挨拶。

竹内淳（高市会幹事長）の閉会の挨拶の後、

高市早苗内閣府特命担当大臣の国政報告会が行

われた。

「『キャリア教育推進プラン』を取りまとめ、

若者が自立し就職でき経済基盤をしっかり持て

るように推進していく。また、『イノベーション

２５』は２０２５年までに日本をこう変えていこうと

いうプランで、中長期的な技術革新と社会シス

テム開発等で来年から確実に日本が変わる閣議

決定をした。それから『少子化対策』は若者に

自立してもらい、働き方の見直しが必要で、中

小企業に配慮できる支援策をサポートしなけれ

ばならない。『ＩＴ』行政手続は基本的に全国ど

こでもワンストップでできるように２０１０年まで

に環境を整える。『ユビキタス特区』では世界最

先端のＩＴに関してのサービスを受けることが

できるモデル行政区を探している」と報告され

た。 （黒田有紀）

北側一雄後援会

定期総会
税理士による北側一雄後援会第４回定期総会

が６月８日（金）、リーガロイヤルホテル堺に於

いて開催された。

来賓として近税政本部より佐野吉延副会長、

北側一雄前国土交通大臣の代理としてご夫人の

北側和代氏、近税政推薦の堺市議会議員水ノ上

成彰氏、同市議会議員杉本和幸氏が出席した。

司会者西尾重則会員の開会宣言のあと、池田

茂雄後援会会長の挨拶から始まった。続いて、

議長の選任に移り、前会長の八文字貞和氏が議

長となり議事に入った。

竹内芳彦幹事長から、活動報告及び収支決算

報告をはじめとする議案説明があり、すべての

議案が満場一致で可決承認された。最後に、任

期満了にともなう役員選任の件が上程され、審

議の結果、会長に池田茂雄現会長が、幹事長に

竹内芳彦現幹事長が再選され、すべての議事が

終了した。

この後、祝電の披露に続いて、北側和代夫人

より挨拶があった。又、近税政本部の佐野吉延

副会長より挨拶があり近税政及び日税連の近況

報告があったあと、第４回定期総会の幕を閉じ

た。 （池田茂雄後援会会長寄稿）

滝 議員と安村後援会幹事長
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西田昌司氏

西田昌司後援会

定期総会
税理士による西田昌司後援会第１回定期総会

が６月１１日、からすま京都ホテルにて開催され

た。

来賓として、日税政より森金次郎顧問、近税

政本部より清水郁雄副幹事長、京都府支部連合

会より原綱宗会長、久保田純一郎幹事長が出席

した。

中江嘉和幹事長が司会を務め開会を宣言し、

田島博昭会長が昨年１２月８日開催の設立総会か

ら本総会までの活動報告を含めて挨拶を行っ

た。

引き続いて、田中守会員が議長に選任され、

中江幹事長より平成１８年度の活動経過及び会計

報告がなされ、平成１９年度活動計画と併せ、す

べての議案が満場一致をもって承認可決され

た。

議事終了の後、西田昌司先生が登壇され「同

業の士である税理士の皆さんにより、後援会を

設立いただき、精力的にご支援いただき感謝し

ます。規制改革の名のもとに社会全般の制度が

見直しの対象となっていますが、見直すこと自

体が目的となっているのではないか。何を目的

として見直すかという視点が必要ではないでし

ょうか。地方に対する税源移譲は、ある面で深

刻な地域格差を生んでいます。そのような状況

の中で地方にあっては中小企業の育成、支援が

必要であり、今後も中小企業の良きアドバイザ

ーとして税理士の役割は大きいものです。経済

中心の一極集中化は、国民全体の幸福とはかけ

離れたものになりかねません。今後も税理士先

生方のご支援をいただきながら政治活動に邁進

していきたい」と挨拶があった。

この後、来賓の森金次郎顧問より「来賓挨拶

ということですが、今日は来賓としてではなく、

西田昌司先生が政治家として更に飛躍され活躍

できますよう、会員の皆さんに西田先生に対す

る更なるご支援を願いに来ました。西田昌司先

生は同じ税理士という同業の士であり、税理士

業界にとって西田昌司先生を支援することは大

変意義あるところです。是非とも会員先生方に

は絶大なるご支持、ご支援をお願いしたい」と

挨拶された。引続き清水郁雄副幹事長より特殊

支配同族会社に関する税制改正における税政連

活動をはじめ、今後の活動方針について紹介す

る挨拶があった。

続いて、会場を替え、廣瀬来三後援会相談役

の乾杯の発声により懇親会が開催され、盛会の

うちに閉会した。

（中江嘉和後援会幹事長寄稿）

伊吹文明後援会

懇談会
税理士による伊吹文明後援会平成１９年度懇談

会が５月１９日、からすま京都ホテルにて開催さ

れた。

伊伊吹吹文文明明文文部部科科学学大大臣臣

来賓として近税政本部より井戸本�次幹事

長、清水郁雄副幹事長、近税政京都府支部連よ
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り原綱宗会長、近税会より南出力利副会長が出

席した。

北尾利久幹事長が司会を務め、開会を宣言し

た後、まず廣瀬来三後援会会長が「伊吹先生は

文部科学大臣に就任され、安倍内閣の重要閣僚

として、教育改革・再生に取り組んでおられる。

安倍内閣の重石である伊吹先生にはなお一層の

活躍をお祈りしたい。また後援会会員の日頃の

ご支援、ご協力に感謝する。今後とも一層のご

支援、ご協力をお願いしたい。」と挨拶。

続いて、来賓の井戸本近税政幹事長が「後援

会会員各位の日頃の後援会活動の取り組みに感

謝申し上げる。伊吹先生は自民党の実力者であ

り、また自民党税調小委員長として、今回の特

殊支配同族会社の役員給与の損金不算入制度の

改正には、多大なお力添えをいただいた事を報

告すると共に、今後とも一層の積極的な活動を

お願いしたい」

また、原綱宗支部連会長から「今回の税制改

正は、税政連活動の大きな成果といえるが、今

後とも税理士会の要望実現のために、伊吹文明

後援会の益々の活動強化をお願いしたい」と挨

拶があった。

続いて伊吹大臣より国政報告が行われた。

「教育改革・財政再建が安倍内閣の最重要課題

である。小泉改革で手がつかなかったのが、教

育改革と財政再建である。自由競争、市場原理

に内在する欠点、副作用として格差が生じ、結

果が全ての風潮が生じてきた。教育の再生は、

国民に自由と規律、自信と規範意識を取り戻す

ことであり、是非ともやり遂げたい」また、自

民党税制調査会、地域間格差、長寿社会、三位

一体改革等、多岐にわたる報告のあと、各テー

ブルにて個別に親しく懇談した。

引き続き南出力利副会長の挨拶と乾杯の後、

懇親会が開かれ、和やかな歓談のうちに閉会し

た。 （岸 忠）

日税連の「平成２０年度の税制改正に関する建

議書」をもとに、日税政は、特に緊急かつ重要

と思われる１４項目を抽出した「平成２０年度税制

改正に関する要望」を７月１３日の幹事会におい

て機関決定した。（次頁参照）

この中で、「特殊支配同族会社の役員給与の損

金不算入制度」の問題については、前年度税制

改正において、基準所得金額が８００万円以下から

１６００万円以下に引き上げが行われたが、法人課

税に個人所得課税の考えを持ち込み、二重課税

となっていることに変わりなく、平成２０年度税

制改正において廃止することの要望を盛り込ん

だ。

「要望」の機関決定を受け、日税政国対委員

会では、８月１日、平成２０年度税制改正に関す

る要望の実現に向け、単位税政連選出の幹事長

及び国対委員長とともに議員会館を訪問し地元

選出国会議員に対して陳情を行った。当連盟か

らは井戸本幹事長、田国対委員長が推薦議員の

うち税制改正関係あるいは経済産業関係の役職

者を訪問し、議員本人または秘書に対し要望を

手渡すとともに内容について懇談を行った。

陳情にあたっては、平成１９年度税制改正にお

いて、「特殊支配同族会社の役員給与の損金不算

入制度における基準所得金額の引き上げ」や「特

定同族会社の留保金課税制度の見直し」など多

くの要望項目が実現したことにお礼を申し上げ

るとともに、税制改正の手続きにおいて、与党

税調において税の専門家である税理士の意見を

十分に聴取していただくよう要望した。

（事務局）

平 成２０年 度

税税制制改改正正要要望望がが決決定定（（日日税税政政））
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平成２０年度の税制改正に関する要望
平成１９年７月

日本税理士会連合会
日本税理士政治連盟

当税理士業界は、平成２０年度の税制改正に際し、特に緊急かつ重要と思われる１４項目について要望書を取りま
とめました。この要望書は、中小企業者等、納税者の適正な税負担を求めて、次のような視点から提言をしてい
ます。

公平な税負担 理解と納得のできる税制 必要最小限の事務負担 時代に適合する税制 透明な税務行政

� 国税関係

≪法人税関係≫
１．特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入制度を廃止すること。
【理 由】 平成１８年度改正により導入された本制度は、個人事業者の法人成りによる節税メリットを抑制する

ためのものと説明されているが、突然の税負担増による中小法人に与える影響等の問題点が指摘され
てきた。このため、平成１９年度改正では、適用除外となる基準所得金額が１，６００万円に引き上げられた。
しかし、役員給与は既に会社から資金流失しているにもかかわらず、更に会社側に課税が行われ、
また、誠実な事業会社もこの規定の適用を受ける場合があり制度的に問題がある。したがって、特殊
支配同族会社の役員給与に係る制度は廃止すべきである。

２．交際費課税については、交際費等の範囲を見直し、社会通念上必要な交際費等の支出は原則として損金算入
とするとともに、定額損金算入限度内の１０％課税制度は即時廃止すること。
【理 由】 交際費に対する課税は、企業の冗費抑制を図ることがその目的とされている。したがって、本来、

冗費や濫費の性格の強い交際費だけを課税対象とすべきである。平成１８年度税制改正では会議費と交
際費の区分について金額基準が示されたが、交際費等の範囲についてはさらに見直しを行い、例えば
社会通念上必要とされる慶弔費等は交際費等から除外するなど、本来の交際費課税の趣旨に即したも
のとすべきである。また、定額控除限度額内の１０％相当額を損金不算入とすることは、税収確保目的
以外には根拠がなく、この制度は即時に廃止すべきである。

３．退職給付引当金の繰入れについて損金算入を認めること。
【理 由】 退職給付引当金は、退職給与規程に基づく法的な債務として潜在的に発生しているのであり、退職

の事実が未だに生じていない時点では給付事由と具体的な給付額とが確定していないにすぎないので
ある。
また、退職給付引当金は、会計理論上必要不可欠な制度であり、法人税が一般に公正妥当と認めら
れる会計処理の基準に従って計算することを原則としていることからみても、課税所得計算の過程で
当然に反映させなければならない損金であり、特典的・恩典的な制度ではない。
従って、健全な企業経営と労働環境確保の観点からも、法的な債務としての性格を有する退職給付
引当金について、少なくとも労働協約及び就業規則等により退職給与の支給規程を定めている法人に
ついては、その規程による退職給与要支給額の当期発生額の損金算入を認めるべきである。

≪所得税関係≫

４．公的年金以外に収入のない者について納税手続きを簡素化すること。
【理 由】 老年者控除の廃止、公的年金等控除額の縮減により、高齢者の納税のための事務負担が増加した。

高齢者に負担の少ない制度とするためには、公的年金の受給者のうち扶養控除等申告書を提出した者
については年金の支払者において年末調整に準じる措置を講じ、公的年金以外に収入のない者につい
ては選択により確定申告を不要とするなど、納税手続きの簡素化を検討すべきである。

５．配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除及び基礎控除を整理・合理化すること。また、少子化対策税制を講
ずること。
【理 由】 現在、家族世帯類型や世帯における就労形態は多様化していることから、複雑となっている人的控

除について、公平・中立の観点を踏まえながら整理・合理化して簡素化を図るとともに、本人、配偶
者及び扶養親族の担税力に配慮して、その控除額を大幅に見直す必要がある。また、少子長寿化社会
が進む中、出生対策や子育て支援の重要性が指摘される中、それに対応した税制を検討すべきである。

６．土地・建物等の譲渡により生じた損益について、損益通算及び繰越控除を認めること。
【理 由】 平成１６年度税制改正により、十分な議論と周知期間がないままに、土地建物等の譲渡損益は他の所

得との損益通算・繰越控除が認められなくなった（一定の要件のもと居住用財産については存置）。現
行の損益通算規制では、譲渡損失と他の所得、譲渡益と他の所得の損失について損益通算が認められ
ないため、担税力がない場合でも課税される。また、事業用土地と事業収益は一体であるが、事業の

平成１９年（２００７年）８月１０日 近 畿 税 政 連 第 １６４ 号 （9）



赤字を事業用土地の売却で補填する場合には資金繰りに支障が生じる。なお、居住用財産の譲渡損失
は、生活基盤を支える基本的資産の価値の下落による損失が譲渡により顕在化したものであるから、
住宅借入金等による買換えや住宅借入金等の残高などの要件を撤廃し、居住用財産の譲渡損失の損益
通算及び繰越控除を認めるべきである。

≪法人税・所得税共通≫

７．少額減価償却資産の取得価額基準を２０万円未満とすること。
【理 由】 中小企業者には少額減価償却資産について取得時に３つの制度が存在する。

�取得価額が１０万円未満の少額減価償却資産は一時に損金算入
�２０万円未満の少額減価償却資産については３年間にわたって損金算入する一括償却資産制度の選
択
�３０万円未満の少額減価償却資産については平成２０年３月までの特例制度として年間の損金算入の
上限を３００万円として全額損金算入

従って、より簡素な税制を目指す立場から、少額減価償却資産の取得価額基準を２０万円未満に引き
上げ、設備投資の促進に寄与すべきである。

８．青色申告書を提出した年分の純損失の繰越控除及び青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越控除につ
いては、期間制限を廃止すること。
【理 由】 現行法では、青色申告書を提出した場合の、所得税における純損失の繰越控除は３年を限度とし、

法人税における欠損金の繰越控除は７年を限度としている。しかしながら、企業における事業年度は
ゴーイングコンサーンの下で人為的に区切られたものに過ぎず、損失も利益も本来は一体のものであ
る。これは税務上においても尊重されるべきであり、例えば、アメリカでは２０年、イギリスやドイツ
では無制限に認められるという例もある。また、わが国においても、法人税法上、資産整理に伴う私
財提供等があった場合には、欠損金の生じた事業年度がいつであっても無制限に損金算入が認められ
る例もある。従って、青色申告書を提出した場合の所得税における純損失の繰越控除及び法人税にお
ける欠損金の繰越控除については、期間の制限を設けるべきではなく、その期限を廃止すべきである。

≪消費税関係≫

９．消費税について
�簡易課税制度について次のとおり改正すること。
�事業区分を簡素化するなど小規模事業者の事務負担を軽減すること。
�簡易課税適用事業者が固定資産等を取得した場合には、通常の簡易課税による控除税額にその固定資産等の
取得に係る消費税額を加算した税額控除を認めること。
�基準期間による事前届出制を廃止し、当該事業年度申告時における選択制とすること。

【理 由】 簡易課税の適用上限が課税売上高２億円から５，０００万円に引き下げられ適用対象者がさらに小規模
な者に限定されたことから、事業区分の簡素化を図るなど、小規模事業者の事務負担を軽減すべきで
ある。小規模事業者が初めて課税事業者になった場合には、帳簿等の対応も十分ではなく、また課税
事業者に該当することさえ認識していないことも考えられる。このような者に原則課税を求めるのは
適当ではなく、仕入税額控除が出来ないとすることにも無理がある。したがって、簡易課税制度の選
択は申告時に行うことができる制度にすべきである。なお、簡易課税制度適用事業者が設備投資等を
した場合には、設備投資等に係る仕入税額控除を別途に認めるべきである。

�請求書等の内容を補う記載がある場合には、仕入税額控除を適用できる帳簿とみなすこと。
【理 由】 仕入税額控除については、計算のための事務負担は極力軽減されるべきであり、今後もいわゆる帳

簿方式を維持し、インボイス方式に移行すべきではない。
平成９年４月１日以後施行されている「帳簿及び請求書等の保存」の要件については、形式主義が
重視される結果、請求書等で確認できる事項についても帳簿への重複記載を強制されるなど、事業者
にとって事務処理上過度の負担を強いている。「請求書の保存」を中心とし、請求書等の不備を補う内
容が記載されている帳簿は仕入税額控除の要件を充たす帳簿とみなすべきである。
なお、平成１５年度税制改正により簡易課税制度及び事業者免税制度の適用対象者が大幅に縮減され

たことから、事務負担能力の乏しい中小零細事業者にとっては深刻な問題である。

≪相続税・贈与税関係≫

１０．中小企業の円滑な事業の継続のための措置を講ずること。
【理 由】 経済の活性化、雇用の確保、国際競争力の強化等の観点から、わが国経済の下支えをしている中小

企業の事業継続について、税制面からの支援措置が必要と考えられ、例えば次のような新たな制度を
創設すべきである。
�相続人が事業を承継した場合
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被相続人が相続開始時の従前より保有していた株式等について、それを相続し、かつ、事業を承継
した相続人がいるときは、その株式等の相続税の課税価格に算入する価額を一定割合減額する。ただ
し、その相続人が一定期間以上その株式等を保有し、かつ、事業を継続することを要件とする。
�相続人以外の者が事業を承継した場合
相続人以外の者が遺贈等により株式等を取得し、かつ、事業を承継した場合には、事業継続要件を
付した上で、その株式等の相続税の課税価格に算入する価額の一定割合を減額する。
また、相続開始後一定期間内に、実質的に事業を継続する者が相続人から株式等を譲渡された場合
にも同様の措置を講ずる。

１１．取引相場のない株式等の評価の適正化を図ること。
【理 由】 取引相場のない株式等の評価については、これまで相続税財産評価基本通達の改正によりその適正

化が図られてきたが、現在でも純資産価額方式において、評価会社の財政状態を十分反映していない
点が存在する。それらを是正する意味で少なくとも次の２点について早急に改正を行うべきである。
�評価会社が課税時期前３年以内に取得した土地建物等は「通常の取引価額」により評価することと
されているが、平成８年度改正で旧租税特別措置法第６９条の４（相続開始前３年以内に取得した不動
産の課税価格計算の特例）が廃止されたのであるから、これとの整合性を図る意味から、同取扱いは
廃止すべきである。
�評価会社が退職給付債務を負っている場合は、その財政状態を反映した評価を行うべきであり、旧
退職給与引当金についての取扱いと同様に一定額を負債として認めるべきである。

≪国税通則法関係≫

１２．税務行政の執行に関する手続規定の整備を図るため、次の措置を講じること。
�税務行政の公正の確保と透明性の向上を図り、もって国民の権利利益の保護に資する観点から、国税通則法の
改正を行う。
�調査の事前通知、文書による理由開示及び終了通知を徹底する。
【理 由】 申告納税制度が採用されてから半世紀が経過したにもかかわらず、わが国においては税務行政の執

行に関する手続規定が法的に整備されていない。
申告納税制度を発展させるために、納税者の正当な権利を保障し、税務行政の円滑な執行のため、
税務調査の事前通知等の規定を国税通則法及び地方税法に明文化すべきである。

１３．更正の請求について
�更正の請求をすることができる期間（現行１年以内）を５年とすること。また、後発的理由による更正の請求
の期間の特例（現行２月以内）については、１年とすること。
【理 由】 課税庁が行う更正処分の期間については、税額を増額するものについては、法定申告期限から３年

又は５年以内、減額するものについては５年以内に制限されている。一方、納税者側から更正の請求
を行うことができる期間は、原則として法定申告期限から１年以内とされている。このため、法定申
告期限から１年を超え５年以内の期間において減額更正を求めるためには、実務上は「嘆願」により
職権更正を待つという不安定な対応を余儀なくされる。このような状況は、納税者の権利救済制度とし
ては好ましくないので、更正の請求ができる期間を課税庁が行う減額更正期間の５年とすべきである。
また、後発的な理由による更正の請求については、現行ではその理由が生じた日から２か月以内と
されているが、税理士が確定申告時に相談を受けた段階で既に更正の請求の期限が徒過している場合
もあり、納税者の権利救済の観点から問題があるので、その期限は１年とすべきである。

�更正の請求ができる理由に、租税特別措置法の特例不適用の場合を加えること。
【理 由】 租税特別措置法による規定はその数も多く、適用要件等も複雑であり、また適用期限の定めもある

など、納税者がすべての存在と内容を理解しているとは言い難い。期限後申告においても措置法適用
が可能であるのに対し、期限内申告で措置法適用をしなかった場合には更正の請求ができないなどの
矛盾がある。
租税特別措置法の趣旨を実現する観点から、同法の不適用による過大申告については、更正の請求
ができる理由とすべきである。

� 地方税関係
１４．個人事業税の事業主控除額を少なくとも５００万円程度に引き上げること。
【理 由】 個人事業税における事業主控除制度は、事業税の対象となる金額から事業主報酬相当額（現行２９０万

円）を控除することを目的として設けられている。平成１７年度の民間平均給与収入は４３７万円、また資
本金２，０００万円未満の中小企業の役員の平均給与収入が６４４万円（いずれも国税庁「平成１７年分民間給
与の実態」）であることと比較すると、その較差は著しいものとなっている。そこで、個人事業税にお
ける事業主控除の本来の趣旨を踏まえ、事業主控除額を少なくとも現行の２９０万円から５００万円程度に
引き上げ、制度の目的に合致させるべきである。
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近畿税理士政治連盟と自民党大阪府連との

「政策懇談会」が６月２５日、近畿税理士会館に

おいて開催された。

自民党からは大阪府連所属の国会議員、地方

議会議員団団長・幹事長が出席。当連盟からは

正副会長、正副幹事長が出席した。

政策懇談会は、税制改正問題と規制改革及び

資格制度が取り上げられた。

平成１９年度税制改正での特殊支配同族会社の

役員給与の損金不算入制度の見直しや特定同族

会社の留保金課税制度の見直し等の実現につい

てお礼を申し上げるとともに、本年７月上旬に

日税政幹事会に諮られる予定の「平成２０年度税

制改正に関する要望（案）」をもとに、特殊支配

同族会社の役員給与の損金不算入制度の廃止そ

の他の１４項目について陳情を行った。

また、規制改革と資格制度についてでは、「規

制改革推進のための第１次答申（抜粋）」を資料

として、強制入会、無償独占の意義について税

理士会の立場を説明して理解を求めるととも

に、その維持について強力に要望を行った。

この規制改革については、要望後の懇談にお

いて規制改革担当大臣政務官の岡下信子衆議院

議員から政策の策定段階では、税理士会側の意

見を充分に聞くこととしている旨の説明がなさ

れ、また、他の出席国会議員からそれぞれの立

場での意見が述べられた。

最後に、総括として西野政調会長から、自民

党で検討されている事業承継対策について説明

があり、近税政の佐野副会長から懇談会への参

加に対する謝辞が述べられた。

多くの現職国会議員が出席されたことは、税

政連に対する期待の大きさの表れであり、今後

とも継続して強力な税政連活動を推進する必要

がある。 （事務局）

「政策懇談会」出席者
（当連盟）
会 長 北野博也
副会長 佐野吉延、今中英雄、徳冨 勲、戸次威左武、細谷陸雄、藤岡 実、大和 司
幹事長 井戸本�次
副幹事長 井筒潮、橋本光世、清水郁雄、田 達満、天野香鶴子、村木眞志、福長俊之
（自民党）
大阪府連会長 中山太郎 衆議院議員
筆頭副会長 谷川秀善 参議院議員
副会長 谷畑 孝 衆議院議員
〃 岡下信子 衆議院議員
政務調査会長 西野 陽 衆議院議員
会長補佐 北川知克 衆議院議員

中馬弘毅 衆議院議員、松浪健四郎 衆議院議員、中山泰秀 衆議院議員
松浪健太 衆議院議員、北川イッセイ参議院議員、川条志嘉 衆議院議員
渡嘉敷奈緒美衆議院議員、大塚高司 衆議院議員、原田憲治 衆議院議員
竹本直一 衆議院議員（代理）、柳本卓治 衆議院議員（代理）
井脇ノブ子 衆議院議員（代理）、近藤三津枝 衆議院議員（代理）
矢野隆司 衆議院議員（代理）、森元恒雄 参議院議員（代理）

幹事長 横倉廉幸 大阪府議会議員
府議団幹事長 朝倉秀実 大阪府議会議員、府議団政調会長 松井一郎 大阪府議会議員
大阪市議団幹事長 新田 孝 大阪市議会議員、堺市議団団長 馬場伸幸 堺市議会議議員
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末松信介議員は、関西学院大学法学部を昭和５４年３月に卒業後、全日本
空輸株式会社に入社、大阪支店販売課でサラリーマン生活をおくられまし
た。短い期間ではありましたが、思い出の多い、充実した日々であったそ
うです。全日空勤務の中で「在庫のきかない商品、座席」を売るというこ
との難しさ、営業の難しさを学んだことが、今でも、大きな教訓、自分へ
の支えになっていると語っています。
入社３年目に、父でもあり兵庫県議会議員であった末松三芳議員の選挙
区である「神戸市垂水区」が人口３０万人を超え、分区となり、末松三芳議
員の後援会から県会議員選挙に強い出馬を求める声が上がりました。今なら、公募ということも
考えられたかもしれません。
ご本人は、ずいぶん悩んだ末、立候補を決意し、翌年昭和５８年４月に県会議員に初当選をしま
した。以後、連続６期当選。その間、保守系無所属で衆院選挙に立候補し、一敗地にまみれたこ
ともありましたが、浪人中、阪神淡路大震災が起こり、即戦力を自負して、県会議員に復帰しま
した。約２０年の在職中、建設、文教、警察、各常任委員長、１０４代副議長、そして、平成１５年７月、
自由民主党兵庫県連幹事長に就任、兵庫県内における総選挙の陣頭指揮に立たれました。
平成１６年７月、兵庫県自民党県会議員団の選考委員会で参議院議員候補に選任、決定され、「地
方から国政を変える」「真剣勝負」をスローガンに、激しい選挙戦に挑み、見事初当選を果たしま
した。
小泉、安倍政権では、国土交通委員会に所属し、阪神淡路大震災の数少ない経験議員として、
「住宅再建共済制度」「生活援護資金貸付金問題」など積極的に取り組みました。
現在、国土交通委員会筆頭理事をつとめ、新名神高速道路（第２名神）の建設、湾岸線への取
り組み、また、今ある社会資本をどう有効に活用するのか、スーパー中枢港湾など海運国家日本
の将来や、神戸空港、伊丹空港、関西新空港など、３空港のあり方などを議論しています。
さわやかで、誠実な好青年である末松議員のさらなる活躍を期待し、後援活動を続けていきた
いと思います。

兵庫県の要望を井戸知事より、中川幹事長と共にうかがう
末松信介参議院議員（写真中央）

昭和３０年１２月１７日生まれ
関西学院大学法学部卒業
昭和５４年 全日本空輸（ＡＮＡ）株式会社 大阪

支店販売課勤務
昭和５８年 兵庫県議会議員選に出馬、最年少２７

歳で初当選、以後連続６期当選。建
設、文教、警察の各常任委員長、並
びに都市計画地方審議会委員会委員
など歴任

平成８年 兵庫県議会 副議長就任（第１０４代）
平成１３年 自由民主党兵庫県連 政務調査会長

就任
平成１５年 自由民主党兵庫県連 幹事長就任
平成１６年 第２０回参議院選挙において初当選
現 在 国土交通委員会筆頭理事、議院運営

委員会委員、国際問題に関する調査
会委員、北朝鮮による拉致問題等に
関する特別委員会委員、兵庫県参議
院選挙区第一支部 支部長、参議院国
会対策委員会委員 広報局次長、遊説
局次長、運輸・交通関係団体委員会、
ＮＰＯ・ＮＧＯ関係団体委員会副委
員

和田善弘 会長

ここここにに人人あありり
後援会の窓

末松信介後援会（参議院議員・兵庫選挙区・自民党）

末松信介参議院議員 略歴

平成１９年（２００７年）８月１０日 近 畿 税 政 連 第 １６４ 号 （13）
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先日、何気なくテレビのお笑い番組を見ていて、そういえばここしばらく心の底か

ら笑ったことがないことに気がついた。「笑う門には福来る」といわれるように、怒っ

ているより笑っている、難しい顔をしているより笑顔の方がいいに違いないのだが、

現実では仕事や家庭において、不安や心配、困難な出来事があるととても笑う気には

なれない。

笑いとは、楽しかったり、嬉しかったりしたときに感情を表す、人間特有の行動のひとつである。笑い

にはいろいろな種類があり、「大笑い」「微笑」「つくり笑い」「苦笑い」「照れ笑い」など笑いに関する言葉

は古来より数多く存在している。

最近の研究では、笑いは医学的にも様々な効用があることが発表されている。笑っているときには自律

神経がバランスよく働き、神経の活性化を図り免疫力が高まるらしい。また、笑うことによって、癌細胞

をやっつける細胞が増加し、癌の予防にも効果があるといわれている。さらに、笑うことで頬の筋肉や腹

筋、横隔膜が鍛えられ老化防止にもなる。これら以外にも笑いによる健康効果は数多く報告されている。

また、笑いは職場や家庭において人間関係を潤滑にするし、笑っている人をみて自分まで気持ちが明る

くなるように、笑いは伝達することによって、明るい社会をつくる上でも欠かせない要素である。

このように、笑いは百薬の長として、また社会の潤滑油として、肉体的、精神的、社会的に数知れない

効用を発揮する。笑うことを習慣にして、自然に笑えるようにしたいものである。

ちなみに、とても笑う気になれないときには、つくり笑いでも効果があるらしい。まずは、どんなにつ

らい状況にあっても、自分の状況を客観視して笑ってしまう自分から実践してみようと思う。

（右京支部 吉田和之）

近税政本部のうごき
○第４回広報委員会（４月１６日）
・機関紙第１６２号（新年号）の批評
・機関紙第１６３号（５月号）の編集に関する件
・機関紙第１６４号（８月号）の編集企画に関する件
・その他
○支部長・支部財務担当役員・支部連会長・後援会
会長合同会議（和歌山県支部連）（４月２０日）
○第５回後援会対策委員会（４月２３日）
・後援会設立基準の制定について
・その他
○支部長・支部財務担当役員・支部連会長・後援会
会長合同会議（兵庫県第３・４支部連）（４月２５日）
○政策・財務・組織合同委員会（５月９日）
・平成１８年度会費収納状況について
・第４１回定期大会の開催について
・平成２０年度税制改正について
・組織・規約等の見直しについて
・その他
○自民党大阪府連との政策懇談会（６月２５日）
○国対・選対・後援会対策合同委員会（６月２９日）
・第４１回定期大会の開催に関する件
・第４１回定期大会提出議案（原案）作成に関する件
・その他
○政策・組織合同委員会（７月９日）
・第４１回定期大会の開催に関する件
・第４１回定期大会提出議案（原案）作成に関する件
・その他
○平成１９年度第１回広報委員会（７月９日）
・第４１回定期大会の開催に関する件
・第４１回定期大会提出議案（原案）作成に関する件

・機関紙第１６３号（５月号）の批評
・機関紙第１６４号（８月号）の編集に関する件
・機関紙第１６５号の編集企画に関する件
・その他
○平成１９年度・第１回財務委員会（７月１８日）
・第４１回定期大会の開催に関する件
・第４１回定期大会提出議案（原案）作成に関する件
・平成１８年度会費収納状況について
・平成１８年度収支決算における彼此流用に関する件
・平成１８年度収支決算の作成に関する件
・平成１９年度収支予算（原案）の作成に関する件
・その他
○平成１９年度・第１回正副幹事長会（７月２４日）
・第４１回定期大会・国政報告会・懇親会の開催につ
いて

・第４１回定期大会提出議案（原案）作成に関する件
・平成１８年度収支決算における彼此流用に関する件
・当連盟規約第４５条（支部連の区域）別表の変更に
関する件

・「税理士による国会議員等後援会の支援に関する
規程」の制定について

・その他
○平成１９年度・第１回幹事会（７月２４日）
・第４１回定期大会・国政報告会・懇親会の開催につ
いて

・第４１回定期大会提出議案（原案）作成に関する件
・平成１８年度収支決算における彼此流用に関する件
・当連盟規約第４５条（支部連の区域）別表の変更に
関する件

・「税理士による国会議員等後援会の支援に関する
規程」の制定について

・その他

笑い

（14） 第 １６４ 号 近 畿 税 政 連 平成１９年（２００７年）８月１０日


